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Ⅰ．序―ソー シャルツ リーズムとは何か
近年、ソーシャルツ リーズム（social tourism）に対する関心
が世界的に高まっている。ここでいうソーシャルツ リーズムの
概念規定については、厳密にいうと、この問題の現在におけ
る世界的専門的機関である「国際ソーシャルツ リーズム機関
（International Social Tourism Organisation: ISTO）」の 2011 年の文
書（文献 I1, p.1）によっても、一義的なものがあるのではない。
本稿で前提としているものを、ここで前書き的に要約して定
義的に述べておくと、それは、一般に旅行弱者といわれる人
たちにも、通常の人たちと同様に、旅行すなわちツ リーズムに
行き、享受できるような体制・システムを作り上げることをいうも
のである（文献 M）。
この場合、ソーシャルツ リーズムで対象となる旅行弱者とは
具体的にどのような人たちをいうのかについては、プログラム、
プロジェクトないしは主導理論によって異なり、必ずしも統一的
な規定があるのではない。例えば、ソーシャルツ リーズムが世
界的にみて現在最も盛んであるのはヨー ロッパ、端的には EU
であるが、そこでも実際には国ごとに解釈や方策の実施程度
に違いがあり、ヨー ロッパ・EUとして“単一のソーシャルツ リー
ズム（a single social tourism）”があるのではない、という見解が
ある（D,p.30）。
このことを踏まえたうえで、前書き的にまとめていえば、一
般的には、ソーシャルツ リーズムで対象となる旅行弱者は、概
ね次の 4 者である。すなわち、①身体になんらかの障害が
ある人（disabled citizens）、②生活状態が困難な人（families 
facing difﬁcult social and economic circumstances）、③高齢者（senior 
citizens）、④青少年（young people）である。
こうした旅行弱者にも通常の人と変わらないツ リーズムを保
証する（すべきである）という考えは、すでに第二次世界大戦
以前に起きているが（I4, p.1）、多少とも現実性のある実践的な
取り組みとして広がりをもつものとなり、組織的になったのは、
この分野での先進国とみられるヨーロッパでも1960 年代以降
のことであった。ここで、ソーシャルツ リーズムとは何かについ
て補足するという意味もかねて、ソーシャルツ リーズムの世界的
な取り組みの状況について序言的に簡単に述べておきたい。
現在この分野で世界的に中心的な担い手となっているの
は、前記で一言した「国際ソーシャルツ リーズム機関」である
が、ソーシャルツ リーズムの思想は、生成の歴史的系譜を遡る
と、1930 年代に当時の労働運動を基盤にできた有給休暇制
（holidays with pay convention）にまで行き着くといわれる（H,p.1200）。
これは、「世界人権宣言」24 条として結実したものであるが、
これを旅行弱者に対しても実質的に保証されたものとなるよう
拡充しようとする取り組みが、1963 年に「国際ソーシャルツー
リズム・ビュロー（Bureau International du Tourisme Social: BITS）」
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の設立として結実し（文献 I2）、これが 2010 年に現在の「国
際ソーシャルツ リーズム機関」に発展、改称している。それ故
「国際ソーシャルツ リーズム機関」は、実質的には「国際ソー
シャルツ リーズム・ビュロー」の活動過程を含み、2013 年まで
において50 年の歴史があるといわれている（B, p.103）。
「国際ソーシャルツ リーズム機関」は、ユネスコの関連機関
（consultative status）で、2013 年時点でみると、加盟組織が主
としてヨーロッパ、南北アメリカ大陸、アフリカを中心に35 か
国に及び、加盟団体は約 140 組織を数える（I5, p.1）。そのな
かには公的ツ リーズム機関、労働組合、非政府組織（NGO）、
非営利組織（NPO）、ユースホステル組織などが含まれている。
同機関は、原則として2 年に1 度総会を開くほか、活動の調
整と促進、研究・調査、広報などを行っている（文献 I6）。
同機関の全世界的なソーシャルツ リーズムの取り組みは、「世
界観光機関（World Tourism Organization: 略称 UNWTO、以下では
UNWTOという）」と一体的なものとして行われている。UNWTO
では、すでに1980 年に「ソーシャルツ リーズムについてのマ
ニラ宣言（Manila Declaration on Social Tourism）」を採択している。
これはソーシャルツ リーズムの性格と有益性（beneﬁciaries）につ
いての基本的な考え方を提示したもので、これには 107 の国
家と91 のオブザーバーが署名している（B,p.104）。
現在における UNWTO のソーシャルツーリズムについて
の取り組みは、一言でいえば、「ツ リーズムの権利（Right to 
Tourism）」に立脚した「アクセス可能なみんなのツーリズム
（Accessible Tourism for All）」をスローガンとするもので（文献 E7）、
その「ソーシャルツ リーズムについての提言（recommendation）」
は、最初 1991 年の総会で採択されて以来、2005 年、2007 年、
2013 年に改定されてきている（詳しくは後述。文献 U2）。
他方ヨーロッパでは、「国際ソーシャルツ リーズム機関」の
活動は、ヨー ロッパ委員会・ヨー ロッパ議会と連携したものとし
て推進されている。EU では、ヨー ロッパ委員会のリー ダーシッ
プ、「国際ソーシャルツ リーズム機関」の協力のもと、2009 年に、
とりあえず 2011 年までの 3 か年を「ソーシャルツ リーズムの準
備行動期間（Preparatory Action on Social Tourism）」とよぶ「カリ
プソ（CALYPSO）・プログラム」が実行され、このための活動
資金として総額約 350 万ユーロが支出されている（詳しくは後述。
文献 V, p.1; I1, p.3）。
またイギリスでは 2010 年に、国会において、議員により
「ソーシャルツーリズムについての超党派グループ（All-party 
Parliamentary Group on Social Tourism）」が結成され、ソーシャルツー
リズムの社会的経済的有用性（beneﬁts）などを究明するため
にヒヤリングなどの活動を行ない、その報告書が 2011 年に公
表されている（詳しくは後述。文献 A）。
本稿は、以上で前書き的に紹介したソーシャルツ リーズムに
ついてのいくつかの代表的な実践的試みの大要をサーベイし、
世界的動向を明らかにすることを課題とする。日本では、1950
年代に国民宿舎や青少年の家などの設置の動きがあり、それ
がソーシャルツ リーズムという見解もあるが（文献 S2）、本稿で取
り上げるのは、そうしたものを含んだところの、とりわけ 1990
年代以降世界的規模で展開されているソーシャルツ リーズムの
取り組み、運動である。最初に、「国際ソーシャルツ リーズム
機関」の協力のもと、UNWTO で進められているものの考え方、
取り組みの状況について考察することから始める。
なお、参照文献は末尾に一括して記載し、典拠個所は文
献記号により本文中で示した。また、英語の tourism は、日
本語では主としてのツ リーズムと訳しているが、観光とは特に
区別せず、両者を適宜に使用していることをお断わりしておき
たい。
Ⅱ．UNWTO の見解・取り組み
1 ．「ツ リーズムの権利」の提唱
ソーシャルツ リーズムについての UNWTO の見解は、既述
のように、1980 年の「ソーシャルツ リーズムについてのマニラ
宣言」を出発点にするものであるが、これは「人々の休日の
権利（Right to a Holiday）」を土台とするものであった。これが
UNWTO において「ツ リーズムの権利」として明確な形で提
起されたのは、1999 年に UNWTO で採択された綱領、「世
界ツ リーズム倫理憲章（Global Code of Ethics for Tourism）」7 条
においてであった（以下本倫理憲章の訳文は文献 U1 の翻訳文を参
考にしたものであるが、同翻訳文に全く従ったものではない）。
「ツ リーズムの権利」とは内容的にどのようなことをいうのか
について、同倫理憲章同条 1 項において次のように規定され
ている。すなわちそこでは、「地球の魅力を発見し、楽しむと
いう側面は、世界のすべての住民に平等に開かれている権
利である。国内的および国際的なツ リーズムにますます広く参
加しようとすることは、自由時間の持続的増加に対する最大可
能な表現の 1 つとみなされるべきものであり、その過程におい
て障害となるものがあってはならない」と規定されている。
さらにこれを敷衍し、同条 2 項において、「この『ツ リーズ
ムの権利』は、『休息と余暇の権利（Right to Rest and Leisure）』
に当然に付随するものである。この『休息と余暇の権利』は、
『世界人権宣言』24 条および『経済的・社会的及び文化
的な権利に関する国際規約』7 条 d によって保証されている、
合理的範囲内での労働時間の制限、および定期的な有給休
暇の取得を含むものである」と規定されている。
以上が UNWTO の提唱する「ツ リーズムの権利」の概要
であるが、このうえにたって、同倫理憲章は 7 条 3 項におい
て、「ツ リーズムの権利」のいわば不可分の一部を成すものと
して、ソーシャルツ リーズムを挙げるとともに、「連合的ツ リーズ
ム（associated tourism）」という概念を提起している。ここで連合
的ツ リーズムとは、同倫理憲章によると、「余暇、旅行、休日
享受に対し広範にアクセスすることを可能にするもの」と定義
されるものであるが、同条 3 項は、これをソーシャルツ リーズム
と並ぶものと位置づけ、結局、「ソーシャルツ リーズム、とりわ
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け連合的ツ リーズムが公的サポ トーにより展開されるべきもので
ある」と規定している。そしてつづいて同条 4 項では、「家族・
青少年・学生・高齢者のツ リーズムおよび障害ある人々のツー
リズムが奨励され、促進されるべきである」と規定するものとなっ
ている。
これらからみると、この倫理憲章で規定されているソーシャ
ルツ リーズムとは、「ツ リーズムの権利」の一部をなすものであり、
かつ、その内容は家族・青少年・学生・高齢者・障害者のツー
リズムと解されるものであるが、ただしここで注意されるべきこ
とは、以上のソーシャルツ リーズムを含む「ツ リーズムの権利」
とは別の形で、すなわち同倫理憲章では 8 条において、「ツー
リストの移動の自由の権利（Liberty of Tourist Movements）」が措
定されていることである。そしてこの 8 条の「ツ リーストの移動
の自由の権利」については、その淵源が「世界人権宣言」
13 条に規定されている「人々の移動の自由権利」にあるとさ
れている。
つまりこれらからみると、「ツ リーズムの権利」は、「世界人
権宣言」13 条に規定されている「人々の移動の自由権利」
とは性格が異なるものである。というのは、この「移動の自由」
を消極的権利であるとするならば、「ツ リーズムの権利」は、
それとは性格が異なるものであり、「世界人権宣言」24 条に
立脚する積極的権利というべきものとして提起されているから
である。そしてソーシャルツ リーズムは、そうした積極的権利た
るものとして位置づけられている。このことは銘記されて置く必
要がある。
ただしここで注意されるべきことは、この「ツ リーズムの権
利」が、「世界ツ リーズム倫理憲章」全体でみると、「ホスト
地（ツーリズム目的地）における便益進展（beneﬁcial activity for 
host countries and communities）」（同倫理憲章 5 条）および「ツ リー
ズム産業における労働者・事業者の権利（Rights of the Workers 
and Entrepreneurs in the Tourism Industry）」（同倫理憲章 9 条）と並
んで提起されていることである。
この点は、実は、ソーシャルツ リーズムをめぐる基本的問題
の１つである（文献 M 参照）。というのは、ソーシャルツ リーズム、
従って「ツ リーズムの権利」は、究極的には、ツ リーズム発
展の経済的利益の枠内、あるいはツ リーズムの経済的発展の
枠内においてのみ、もしくはそれと両立してのみ可能という条
件付きのものであるかどうかにかかわる問題であるからである。
ただし本稿筆者としては、この問題については、別拙稿（文献
Ω）で改めて考察を行っているので、本稿では、ソーシャルツー
リズムあるいは「ツ リーズムの権利」にはこうした問題があるこ
とを指摘するにとどめるものである。
ところで、UNWTO のソーシャルツ リーズムについての取り組
みは、既述のように、実際には「ツ リーズムの権利」に立脚
する「アクセス可能なみんなのツ リーズム」をスローガンにする
ものである。この点についての UNWTO の近年の見解を体
系的内容的に展開しているものに、UNWTO が 2013 年に採
択した提言、すなわち「2005 年 UNWTO 総会でなされた『ア
クセス可能なみんなのツ リーズム』についての提言を、『2007
年障害者の権利についてなされた国際連合の申し合わせ』に
基づいて行う改訂版」（文献 U2:　以下「2013 年提言」という）がある。
次にこの点を中心に考察する。
2 ．「アクセス可能なみんなのツ リーズム」の提唱
この「2013 年提言」で注目されることは、そのタイトルから
もわかるように、ソーシャルツ リーズムの重点が「障害者のツー
リズム権利（Rights of Persons with Disability to Tourism）」に置か
れていることである。この場合さらに注目されるべきことは、こ
のことが通常一般人を含めたみんなの者の利益・便益になる
という見解に立っていることである。
ちなみに、この文書冒頭の序文において、UNWTO の当
時の事務総長、リファイ（Rifai,T.）は次のように述べている。
すなわち、「アクセスできるようにすること（accessibility）は、す
べての責任ある（responsible）かつ持続的な（sustainable）ツー
リズム政策の中核的要素である。それは人間の権利にとって
絶対的なもの（imperative）であると同時に、例外的なビジネス
チャンス（exceptional business opportunity）となるものである。とり
わけわれわれが考えねばならないことは、アクセス可能なツ リー
ズムが、単に障害のある人や支援を必要とする人たちにとって
有益なものであるだけではなく、すべての人にとって有益なも
のであることである」（U2, p.1）。
これは、この「2013 年提言」、従って UNWTO の「アクセ
ス可能なみんなのツ リーズム」に示されるソーシャルツ リーズム
の中心的原理たるものであると解される。このなかで、ソーシャ
ルツ リーズムは一般の人を含め、全体の利益となるものである
という点を別にすると、この「2013 年提言」においてソーシャ
ルツ リーズムとして最大の力点が置かれているのは、直接的に
は、障害者が被っているツ リーズム上の、従って日常生活上
のバリアからの解放、それによるツ リーズム可能性の実現、す
なわち「社会的バリア（social barriers）の超克・除去」である。
この場合除去されるべきものは、単に障害者のアクセス性に
とって障害となる物理的バリアだけではなく、偏見などの主観
的バリアも含まれる。それによって「みんなのツ リーズム」は
可能になるものとして提起されている。それ故にこの「2013
年提言」では、障害者が通常一般人と同等な権利（an equal 
basis with others）をもつことが基本原理として強調され、ユーザー
第一主義の考え方（user-centered design）にたつこと、すなわち
誰でもツ リーズムは可能という考え（accessible-tourism strategy）に
たつことが必須であると力説されている。
このうえにたって「2013 年提言」は、ツ リーズムにかかわる
設備・施設・サ ビースのあり方について細部にわたり具体的に
指示し、その共通的な原則となるものとして次の７点を提示し、
結論としている（U2, p.12）。
①平等使用（equitable）の原則：設備・施設・サービスが障
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害者も同等に使用できるものとなっていること。
②弾力的使用（ﬂexibility）の原則：設備・施設・サービスが
利用者の必要に応じて弾力的に使用されうるようなものと
なっていること。
③使用方法が簡単で、分かり易いもの（simple and intuitive）となっ
ている原則：利用者に事前の知識や技術がなくても簡単に、
いわばインスタントに使用できるようなものとなっていること。
④情報の理解が容易である（perceptible information）原則：情
報が分かり易く、かつ効果的に伝わるようなものとなっている
こと。
⑤エラーに対し寛容である（tolerance for error）原則：取り扱い
にエラーがあっても重大な結果を生むものとはならないように
なっていること。
⑥肉体的努力は少ない（low physical effort）原則：身体的努力
は最小にしてなしえられるものとなっていること。
⑦アプローチと使用にあたりサイズとスペースが適したものであ
る（size and space for approach and use）原則：障害者が容易に
使用できるようなサイズとスペースのものであること。
以上のような展開をふまえ、UNWTO では 2014 年 11 月に
サンマリオにおいて「ヨーロッパにおけるアクセス可能なツー
リズムをテーマとする第 1 回会議（First UNWTO Conference on 
Accessible Tourism in Europe）」が開催されているが、そこでは、
以上で紹介した「2013 年提言」が前提文書として位置づけ
られ、「アクセス可能なツ リーズムについてのサンマリオ宣言」
（文献 U3）が採択されているが、この宣言では、次のような課
題が改めて提起されている。それは、普遍的なアクセス性
（universal accessibility）の原則にたった新しいグローバルな政策
が発展・展開されるよう、関係機関との協力関係を強化し、パー
トナーシップ関係を築いてゆくところに当面の課題があるという
ものである。
UNWTO のソーシャルツ リーズムについての取り組みは以上
とし、次に、「国際ソーシャルツ リーズム機関」（以下では ISTO
という）の取り組み、見解を取り上げる。以下では、ISTO が
2011 年、イギリス国会に設けられた、前記で一言した「ソーシャ
ルツ リーズムについての超党派グループ」の求めに応じて、同
グループに提出した「ソーシャルツ リーズムについての照会の
回答」（文献 I1）という文書に基づいて、ISTO の考え方をレビュー
する。
Ⅲ．ISTO の見解・取り組み
まず、ソーシャルツ リーズムとは何かについて、その定義を
みると、「ソーシャルツ リーズムとは、次の 3 種の人々、すなわち、
ツ リーズム目的地の人々、休日享受の人々、ならびに、ツ リー
ズム・休日享受・その楽しみに対し理由のいかんを問わず満
足に参加できない社会の不利益層の人々が、ツ リーズムに参
画することにかかわって起きる結び付きと現象（connections and 
phenomena）（の総体）をいうものであり、その場合その参画は 3
種のもの、すなわち政策、明確な社会的施策、ならびに社会
的行動者たちの尽力（commitment of social players）により可能な
ものとなり、促進されたものになる」と規定されるとしている（I1, 
p.1; カッコ内は大橋のもの、以下同様）。
このことが具体的にどのようなことをいうのかについては、
ISTO のこの文書は、本稿前項で紹介した UNWTO の「世
界ツ リーズム倫理憲章」7 条で規定されている「ツ リーズムの
権利」と、それに立脚する「ソーシャルツ リーズムの規定」がキー
ポイントになるものと補足的に述べており、要するにそれは「世
界ツ リーズム倫理憲章」で規定されているものを指すと理解さ
れるものである。
ただしこの場合注意されるべきことは、ISTO のこの文書で
は、この点について「ヨー ロッパ経済・社会委員会（European 
Economic and Social Committee: EESC）」が 2006 年に採択した以
下の見解が、ソーシャルツ リーズムの定義の一部をなすとして
含まれるべきものであると規定していることである。すなわちそ
の見解とは、ソーシャルツ リーズムとは以下に掲げるような3 条
件のいずれかがあるときに、それをクリアするに必要な活動と
規定されるものである（I1, p.2）。
①（UNWTO のいう）「ツ リーズムの権利」を完全かつ充分な形
で実現することが、完全もしくは部分的に不可能という現実
状況がある場合。この場合原因が経済的条件、肉体的も
しくは知的な障害、個人的家族的な孤立、交通弱者化、
地理的地域的不利益状態、その他の実際的障害のいず
れにあるかは問わない。
②公私の諸機関・諸組織、企業、労働組合、単なる人々の集団・
グループのいかんを問わず、人々が「ツ リーズムの権利」
を実現しようとする場合に生じる障害を除去したり、減らすよ
うな行動が必要な場合。
③持続性（sustainability）、アクセス性（accessibility）、連帯性
（solidarity）という価値を尊重する観点においてツ リーズムに
参加する人 を々効果的かつ実際的に支援するような行動が
なされる場合。
これでみると、ソーシャルツ リーズムの範囲はかなり広いもの
となるが、では、ISTO のこの文書では、ソーシャルツ リーズム
の効果・利点（beneﬁts）についてどのように考えられているのか。
この点について、ISTO のこの文書は、さしあたり次の 4 つの
命題を挙げている（I1, p.2）。
①「ソーシャルツ リーズムは社会を形作るもの（shaper of society）
である」：ただし同文書によると、この内容は次のように注記
されるものである（この位置づけは 4 命題すべてについて同様）。
すなわちこれは、内容的には、休日享受と旅行において新
しい場所や文化の体験をしたり、肉体的なスポーツ活動を
経験したり、他の人 と々交流をしたり、ツ リーストの自由意思
により遂行される責任ある行為がなされることにより、社会形
成が望ましい形で進むことをいう、と注記されている。
②「ソーシャルツ リーズムは経済成長のプロモ ターー （promotor 
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of economic growth）である」：これは内容的には、「みんなのツー
リズム（tourism for all）」の推進によって人 と々投資の絶え間
のない流れが生まれ、国民的かつ国際的なレベルにおいて
富（wealth）の生産に役立ち、かつ資源が富める地域・国
から貧しい地域・国に移転する刺激となるものであると、注
記されている。
③「ソーシャルツ リーズムは地方・地域（local）の発展に参画
する（participate）ものである」：これは内容的には、そもそもツー
リズムが資源の減耗なしに地域の発展を可能にするもので
あって、ツ リーズム地域の持続的な発展に寄与するもので
あることをいうものであるが、なかでもソーシャルツ リーズムは
「ツ リーズムの発展、環境保護、ローカルコミュニティ尊重
の3 者を統合的に発展させるものである」と注記されている。
④「ソーシャルツ リーズムはグローバルな発展計画のパ トーナー
である」：これは内容的には、「ツ リーズムはそもそも自然的
かつ文化的な環境とローカルコミュニティ尊重のもとにコント
ロールして行われるならば、多くの発展途上国の経済的・
社会的・文化的な発展という希望を実現するのに有効なも
のである」という認識をいうと、注記されている。
以上のそれぞれの命題の後に記載されている注記文につ
いていえば、本稿筆者のみるところ、少なくともこれらは、ソー
シャルツ リーズムではなく、ツ リーズムそのものを対象に論じられ
ているというべきものである。つまり、ISTO のこの文書は、こう
したツ リーズムの有効性がソーシャルツ リーズムにより質的量的
に拡大・充実されるところに、ソーシャルツ リーズムの効果・利
点はあると主張していると理解されるべきものと思われる。
換言すればこの点は、ISTO でも、ソーシャルツ リーズムにつ
いて、それが、当然ながら、ツ リーズム一般の効果・利点を
併せ持ち、こうした観点をふまえてソーシャルツ リーズムを推進
することが必要、もしくはそうしたスタンスでないとソーシャルツー
リズムの推進は実際には困難であると、感じられている状況に
あることを物語っていると思われる。
この一方、ISTO のこの文書では、こうしたヨーロッパ全体
で取り組まれているはずの「みんなのツ リーズム」の実現・達
成について、実際には行政関係者などでは極めて安易に考え
られている傾向があることが指摘されている。故に ISTO の同
文書は、こうした観点からも、少なくとも「ソーシャルツ リーズム
については、公的レベルにおいて参画する行政機関には種々
多様なものが必要という観点が求められている。というのは、
この事柄は、単にツ リーズム部門にかかわるだけではなく、社
会問題関係諸部門にもかかわるものであるからである」という
認識が必須であると力説している（I1, p.3）。
すなわちここで留意されるべきことは、まず、ここで提起さ
れているソーシャルツ リーズムでは、低所得層にもツ リーズムが
拡大・充実されるべきことに力点が置かれたものとなっているこ
とである。そこで ISTO のこの文書は、ソーシャルツ リーズムに
は 2 つの方策があり、両者が合い照応して推進されるべきで
あると論じている。それは、ツ リーズムに関連したインフラの整
備のために公的補助金がより多く支給されるようにすること（in-
frastructure subsidies）、および、休日享受推進のための支援策
（holiday support）が拡充・向上されることである。
前者は、かつての日本でも行われたところの、国民宿舎や
青少年の家のような、格安で利用できる休暇施設を設けたり、
充実させることをいうものである。後者は一般的宿泊施設や
交通機関等について、格安に利用できるような割引制度など
を設けることである。現在の日本などでは、前者よりも、後者
の方が有効性が高いと思われる。
最後に ISTO のこの文書は、理由のいかんを問わず、「市
民の一部が休日享受をできないでいることは、社会不平等・
健康活動上の不平等の一部をなすものであって、これは、こ
の事柄に関連するすべての関係者の努力によって減滅されな
くてはならないものである」と述べ（I1, p.5）、結語としている。
なお、現時点において、この ISTO に日本で加盟している
組織・団体はない（文献 I5 参照）。念のため、本稿筆者におい
て ISTO 本部に照会したところ、同様な回答であった。ISTO
の動向は以上とし、次に EU における試みについて考察する。
Ⅳ．EU における取り組み
1．カリプソ・プログラムを中心に
ソーシャルツ リーズムのためのカリプソ・プログラムは、既述
のように、2009 ～ 2011 年にわたり実施されたものであるが、
その考え方の大要は、簡潔には、2011 年にヨーロッパ委員
会の企業 = 産業局長のヴェラ（Vella.A.）によりまとめられた文
書、「ソーシャルツ リーズムに対するヨーロッパ委員会の参画」
（文献 V）にみることができる。この文書でまず注目されることは、
その冒頭において「何故ソーシャルツ リーズムか（why social 
tourism?）」というタイトルのもとに、ソーシャルツ リーズムの効用
として次の 2 点が挙げられていることである。これは、カリプ
ソ・プログラムを構成する２大原理といっていいものである（文
献 E4）。
すなわち第 1に、ツ リーズムに対しこれまで無縁と考えられ
ていた社会層にもツ リーズムへのアクセス可能性を開くことであ
る。第 2に、ツ リーズム目的地に対しては、これによってオフシー
ズンでも活況があるものとするようにすることや、これまで無名
であったツ リーズム目的地も脚光あるものとすることである。前
者は、ソーシャルツ リーズムの本来の目標であり、後者は経済
的目標というべきものであるが、要するにカリプソ・プログラム
では両者がセットとして提示されており、結論を先にしていえば、
ここにカリプソ・プログラムの、従って当時ヨー ロッパ委員会が
考えていたソーシャルツ リーズムの本質的な特徴点があるとい
えるものであった。
ところで同文書によりカリプソ・プログラムの内容をみると、ま
ず上記の第 1 点、すなわちカリプソ・プログラムで対象となる
社会層として、次の 4 者が明確に指定されていることが改め
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て注目される（文献 C, p.2）。すなわち、① 65 歳以上、もしくは
それ以下の早期退職者である年金生活者、②青少年、ただ
し年齢が 18 歳から30 歳までの者、③なんらかの障害を持つ
成人（介護者 1 人を含む）、④経済上・社会生活上なんらかの
困窮状態にある家族である。
ただしこの場合カリプソ・プログラムは、これらの人たちに対
し直接金銭的援助をするものではなく、端的にはツ リーズムへ
のアクセス可能性の向上を目標とするものである。こうしたこと
もあって、前記のヴェラによると、カリプソ・プログラムの全般
的目標は次の 4 点にあるとされている（V, p.2）。
①ヨー ロッパ全域にわたり経済活動の高揚、経済成長の促進
を図ること。
②ヨー ロッパ全域にわたり、とりわけツ リーズムの社会政策機能
により、ツ リーズムのシーズン制約的パター ンを改善すること。
③ツ リーズム部門においてより良い仕事をより多く生み出すこ
と。
④ヨー ロッパ市民性（European Citizenship）を涵養すること。
これをみると、カリプソ・プログラムは、社会的視点と経済
的視点との並存、もしくは両立という形で規定されている。こ
れをもってソーシャルツ リーズムというのであれば、それはソー
シャルツ リーズムをかなり広く解釈したものであるといわざるをえ
ない。しかしこの点を含めて、カリプソ・プログラムが結局どの
ような性格のものであるかを論じるには、ヴェラが次のように論
じている事情が充分考慮されなくてはならない。それは、この
カリプソ・プログラムを始めるにあたって、EU では純粋なソーシャ
ルツ リーズムは実行が困難という声が結構あるなど複雑な事情
があったことである。
すなわち EU のなかには、ソーシャルツ リーズムはもともとツー
リズムの社会的次元のみに専ら関与するだけのものと考え、
特にツ リーズム事業関係者を中心にソーシャルツ リーズムは収
益性が低いものとして、それに賛同するものが少ない国が結
構あった。ヴェラによると、そうした国でもソーシャルツ リーズム
がどのような意義をもつものであるかについて啓蒙運動が展
開された結果、「カリプソ・プログラムは徐々に『ニッチ市場
的な純粋なソーシャルツ リーズム・マーケット（pure social tourism 
market niche）』のものという狭い観念から抜け出すことができた
のであった」（V, p.3）。
カリプソ・プログラムにおける社会的視点と経済的視点との
並存もしくは両立は、こうしたソーシャルツ リーズムの導入に積
極的もしくは消極的という２つの立場をふまえて、いわば両者
の並存という形で決着が図られた結果であったのである。
この過程で、ソーシャルツ リーズムの対象となる上記の４つの
グループについては、変更はなかったが、しかし「そのパラメー
ター については、重点が次のところに、すなわち雇用、持続性、
シーズン性の克服、ヨーロッパ市民性の強化という追加的価
値（added value）に置かれるように変わり、ソーシャルツ リーズム
としては広い意味のものとなってしまったのである」（V, p.3）。
こうした結果、ソーシャルツ リーズムの具体的目的は次の４点
にあるとされている。
①ツ リーズム活動を特にオフシーズンにおいて活発なものとする
に適した優秀かつ代表的な方法や方策を例示的に広めるこ
と。これによって慣例的にツ リーズム需要が低い時期におい
てツ リーズムに関連した雇用を増加させるようにすること。
②ソーシャルツ リーズムで対象になるグループのツ リーズム活動
を活発にするような、現に全ヨーロッパ的レベルおよび各国
レベルで行われている方策等を確認し、広めること。
③このようなツ リーズム活動を展開するに際して存在する難点
を検出し、その解決に最適な方法を提示すること。
④ツ リーズム活動が低調な時期にこれに対応するために国家
機関や地域機関により推奨される方策を土台として、もしく
は労働組合や非営利組織などにより催行される方策を土台
として、自国以外のヨーロッパ諸国向けの休日享受旅行を
拡充する方策を研究し提案すること。
これらは、いうまでもなく、ツ リーズムのシーズン的制約の克
服を中心にしたツ リーズムそのものの振興策であるが、このうえ
にたってヴェラは、要旨次のように述べている。「ヨー ロッパ委
員会で採択され推進されてきたカリプソ・プログラムは、ソーシャ
ルツ リーズムの現在版（modern interpretation）と位置づけられる
ものである。それはソーシャルツ リーズムの伝統的な考え方に
対し、次のような要素を、すなわち雇用の増加、ツ リーズムのシー
ズン的制約の克服、ヨー ロッパ市民性の強化、全ヨー ロッパと
各地域の成長と進歩に貢献する方策という要素を付け加えた
ものである。これによって、経済的側面における有用性が社
会的次元におけるそれと並んで考慮されるものとなり、カリプソ・
プログラムすなわちソーシャルツ リーズムが、利害関係者により
魅力的なものとなったのである」（V, p.4）と結んでいる。
ここには、ソーシャルツ リーズムが、現在の資本主義社会で
は、単に本来の社会的意義を強調するだけでは現実のものと
はならないことが語られている。ツ リーズム事業が根本的には
資本主義的事業として運営されている以上、私企業を中心と
したツ リーズム事業に対し、資本主義的経済計慮を無視して
（なんの援助的措置もなしに）そのままの形でソーシャルツ リーズム
的事業を強いることには無理があるのである。
カリプソ・プログラム自体については以上とし、次にカリプソ・
プログラムを補完するものを含め、カリプソ・プログラム以外の
取り組み、およびその後における動きをみておきたい。
2 ．カリプソ・プログラムに関連したその他の動き
第１に、カリプソ・プログラムを補完するものを紹介しておき
たい。カリプソ・プログラムは、本来は、これらの補完的な制
度を含めて、総体として運営されているものである。そうした
補完的なものとして挙げられるべきものに、まず「アクセス可能
なツ リーズムのためのヨー ロッパ・ネットワ クー（European Network 
for Accessible Tourism: ENAT; 文献 E1; 以下 ENATという）」がある。
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これは、もともと2006 年に６つの EU 加盟国の 9 つの組織に
よって構成されたもので、カリプソ・プログラムの母体の１つと
なったものである。2014 年 1月現在では 14 か国、22 の組織
の間におけるネットワ クー組織となっており、その目的はヨー ロッ
パ全域における「ツ リーズム・アクセス可能性の実現」にある。
この組織自体は特段にソーシャルツ リーズムに志向したもの
ではないが、カリプソ・プログラムを中心にした EU のソーシャ
ルツ リーズムは、「みんなのツ リーズム」や「アクセス可能なツー
リズム」をスローガンにするものであるから、こうした組織があっ
て、ソーシャルツ リーズムは可能になっているという事情がある。
すなわちカリプソ・プログラムは、実際には、ヨー ロッパ諸国
相互におけるツ リーストの送り出し・受け入れが主たる業務とな
るから、その具体的な担い手として「ヨーロッパ・ソーシャル
ツ リーズム交換プラットフォー ム（Social Tourism European Exchange 
Platform: STEEP; 文献 S1; 以下 STEEPという）が枢要な位置をしめ
るが、この STEEP では、ENAT が中心的役割を果たすものと
なっている（文献 E2）。
第 2に、カリプソ・プログラム終了後の状況について一言し
ておきたい。この点についてカリプソ・プログラムでは、2010
年 6月に総括集会を開き（文献 E3）、今後の進め方についてい
くつかの計画案（call for proposals）を公募している。そのなか
からここでは「中程度および低度のツ リーズムシーズンにおけ
る高齢者と青少年のための国際的なツ リーズムの流れを促進
するために」（文献 E6）のケースを紹介しておきたい。
この計画案公募文書（文献 E6）で注目されることは、該当年
齢が変更されていることである。既述のように、旧来のカリプ
ソ・プログラムでは、高齢者は原則として65 歳以上であった
が、この計画案公募文書では 55 歳以上となっている。青少
年は 18 歳から30 歳までであったが、この計画案公募文書で
は 29 歳以下になっている。ここには、カリプソ・プログラム実
施以降におけるEU における人口構成の変化と、それに対応
せんとするEU 関係者のスタンスをうかがうことができる。なお、
これらの計画案公募は締め切りが 2015 年 1月15日で、審査
を経て、2015 年 7月には発足というスケジュールになっている。
こうした公募による新制度・新プログラムが発足するまでの
いわば繋ぎのものとして、すでに2010 年に公募に基づき次の
4 つのプログラムが発足している（文献 E5）。
①「健康と余暇活動におけるソーシャルツ リーズム機会の提
供（Social Tourism Opportunities in Wellness and Leisure Activities: 
S.O.WELL）」 （管掌国：フランス）
②「ソーシャルツ リーズムの統一的ネットワーク機構（Una Rete 
di Tourismo Sociale: U.R.T.S.）」（管掌国：イタリア）
③「実効性のあるみんながアクセスできる交換機構（Able-Access 
for All Exchange: A.A.A.E.）」（管掌国：フィンランド）
④「ヨー ロッパ高齢者旅行機構（European Senior Travel: E.S.T.）」 
（管掌国：ポルトガル）
EU の見解・取り組みの状況については以上とし、次に、
本稿冒頭で一言した、イギリス国会議員による「ソーシャルツー
リズムについての超党派グループ」の見解について、同グルー
プが 2011 年に公表した報告書（文献 A）を中心にレビューする。
イギリスは、少なくとも現在のところ、ネオ・リベラリズム的な政
治体制にあると考えられるが、そうした体制においては、ソー
シャルツ リーズムはどのように位置づけられるのか。以下はこの
点に焦点をおくものであって、イギリスという国におけるソーシャ
ルツ リーズムのあり様そのものを考察するものではないことをお
断わりしておきたい。
Ⅴ．イギリス国会議員による「ソー シャルツ リーズムについて
の超党派グル プー」の見解
イギリス国会議員による「ソーシャルツ リーズムについての
超党派グループ」（以下では「イギリス国会超党派グループ」という）
の 2011 年の報告書（文献 A）において土台となっている基本
的な考え方は、ごく端的には、同グループの主宰者で、同議
会下院議員であるメイナ ドー（Maynard,P.）の序文によく示され
ている。
同報告書序文において、メイナ ドーは冒頭で、「私は『ソー
シャルツ リーズム』という言葉を1 年前にはじめて知った」と
書き、同グループの課題は、まず最初に、そもそもソーシャル
ツ リーズムとは何かについて共通理解をもつところにあったと述
べ、「この報告書で論究されているテーマが、将来においても
『ソーシャルツ リーズム』という名前でよばれるものかどうかは、
議論の余地があるものである。……ちなみに、この調査・研
究で明らかになった事柄のうちで最も注目されるものの 1 つは、
この活動に関与している関係者の圧倒的多くでは、その活動
を『ソーシャルツ リーズム』というべきものと考えることについて
疑問的な態度であったこと」であると述べている。
ただしこの点についてメイナ ドーは、直ちに続いて「（それ故）
ある意味でこの報告書は、無から何かあるものを作り出すこと
を課題とするものではなく、（ソーシャルツ リーズムという名で）現に
有るものに対しスポットライトを当てるところに課題があるもので
ある」と理解されるべきものであると力説している。ここには、
ソーシャルツ リーズムがイギリスでは 2011 年においても一般に
どのようなものとして受け止められていたかが、実によく示され
ている。
しかしメイナ ドーは、このうえにたって、ソーシャルツ リーズム
が要するに「社会政策とツ リーズム政策とが重なり合った部分
（overlap）」をいうものであると規定し、その指導原理となるもの
については、「この報告書が試みんとしていることは、（ソーシャ
ルツ リーズムとよばれるものが）多額の政府支出を必要とするもので
はないことを提示するところにある」と書いている。これが、こ
の報告書の全体的な実際的な立場であるとみられる。
ソーシャルツ リーズムという名称・定義についての以上の諸
点は、同報告書本文でも次のような形で確認され、示されて
いる。すなわち同報告書は、提案すべき事柄について命題
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的にまとめ、それを「勧告（recommendation）」として提示して
いるが、ソーシャルツ リーズムの名称にかかわる部分は次のよ
うになっている（同報告書「勧告（1）」）。「われわれは、ソーシャ
ルツ リーズムについて明確な定義をし、理解する必要が重要
なことになっていると考える。（すなわち）ソーシャルツ リーズムの
現在の実践的活動家がその活動をより効果的に推進し、組
織することができるためには、1 つの統一的な定義がなされる
ことが有益と考える」。
そのうえで同報告書「勧告（2）」は次のようになっている。
「われわれは、（ソーシャルツ リーズムという）この用語は、（ソーシャ
ルツ リーズムという）この概念をさらに推進するうえにおいてベスト
のものではないかもしれないと考える。それ故われわれは、ソー
シャルツ リーズム（といわれているもの）を規定し推進するところの
新しい名称を使用するよう試みることを、すべての関係者に要
請するものである」。
このようにこの報告書は、一般にソーシャルツ リーズムといわ
れるものに対し、それをソーシャルツ リーズムとよぶことには反対
であるが、そうした事業が必要であること自体は否定していな
いし、同報告書のなかにおいて「ソーシャルツ リーズム」とい
う言葉が用いられることも否定していない。
このことは、同報告書の社会的効果（social beneﬁts）の節に
おいて、「（この「イギリス国会超党派グループ」が意見を聴取した）
多くの組織によってソーシャルツ リーズムには社会福祉上の効
果があることが提示された。これらの組織は、ソーシャルツ リー
ズムが反社会的行為を抑制し、社会的統合の推進に役立つ
ものであることを示し、ソーシャルツ リーズムが社会福祉政策と
して取り上げられるべきことを主張した。このことに鑑みて、次
の勧告をする」として、「勧告（7）」において、要旨次のよう
に、すなわち「ソーシャルツ リーズムには人間の精神的および
肉体的な健全性、雇用水準、学校教育成果等々に対し、長
期にわたる効用があることを視野に入れて、……これまでの研
究のうえに、これをさらに進めることを推奨するものである」と
提案しているところによく示されている。
では、この「イギリス国会超党派グループ」の報告書は、
実際のソーシャルツ リーズムの諸方策に対し、どのような立場を
とっているのか。この点についてみると、この報告書は、以上
のようにソーシャルツ リーズムに対して全く反対というものではな
く、既述のメイナ ドーの序文にみられるように、要するに、イギ
リス政府の経済的負担が少ないようなものならば、これを容認
するというのが基本的立場である。
そこで EU で進められてきたカリプソ・プログラムについても、
「それは、ソーシャルツ リーズムの経済的効果に強い重点があ
るものであること」（A, p.7）、および、「それにイギリスが参加す
る場合もイギリス政府にはなんらの経済的負担（costs）を惹起
するものではないことが提示されていること」（A, p.26）を確認し
たうえにおいて、さらにイギリス政府がカリプソ・プログラムに加
入することに全く反対ではないことを確認したうえにおいて、「イ
ギリス政府がカリプソ・プログラムに参加することを容認するも
のである」（「勧告（12）」）と述べている。
ところがその一方、同報告書は、ソーシャルツ リーズムの効
果についてのヒヤリングにおいて、ソーシャルツ リーズム推進論
者たちから、特にその社会的効果について積極的論拠が示
されたことに対して、それは一般的賛同を得るほど説得力が
あるものではなかったという評価を行い（A,p.29）、そのうえにたっ
て、イギリスにおけるソーシャルツ リーズム活動については、規
模や広がりなどについてさらに研究・調査が行われるべきであ
るという決定をしている。
以上からみると、少なくともこの「イギリス国会超党派グルー
プ」は、できればイギリス独自のソーシャルツ リーズム組織を作
ることが望ましいという見解であったと思われる。
Ⅵ．結―ソーシャルツ リーズムの現代的意義：EU の場合を
中心に
以上において、近年、世界的に隆盛をみているソーシャル
ツ リーズムの取り組みについて代表的な考え方、プログラム、
プロジェクトの状況について概観し、考察をしてきた。ソーシャ
ルツ リーズムにおいて問題となることは、結局、経済的側面と
のかかわり合いである。ソーシャルツ リーズムは、本来は、旅
行弱者といわれる人たちにツ リーズムの機会を提供するという
社会的意義をもつものであるが、現在のような資本主義、そ
のなかでも経済的個人責任主義が強く推進されるネオ・リベラ
リズム的な、ポストモダン的社会では、その推進・成就・目的
達成はかなり困難であると考えられる。
それ故、EU のカリプソ・プログラムでもみられるように、そ
れが経済的効果をも併せ持つものとして提起されることが必要
になる（文献 I3）。このことは、ソーシャルツ リーズムの導入・促
進に役立つ限りにおいては否定されることではないが、しかし
それが、ソーシャルツ リーズムの絶対的条件となり、ソーシャル
ツ リーズムが経済的側面からのみ論じられ、その存在妥当性
が論じられるようなことになれば、ソーシャルツ リーズムの本質
的特性は失われたものとなってしまう危険はある。
このような点も含めて考えると、EU におけるソーシャルツー
リズム問題を専門的に論究しているディー クマン（Diekmann,A.）
とマッキャー ベ（McCabe,S.）が、直接的には EU のソーシャルツー
リズムを対象に2013 年の論考（文献 D）で次のような見解を述
べていることが大いに参考になる。
ディー クマン／マッキャー ベは、一方において、ソーシャルツー
リズムについての考え方は、EUもしくはヨーロッパ全体を通じ
てみた場合実に多様で一義的なものがあるのではないと総括
するとともに、他方ではしかし、一言でいえば「ソーシャルツー
リズムは、近年におけるEU のツ リーズム戦略のなかで旗艦的
なもの（a ﬂagship tourism policy）となっている」と位置づけ、そ
の根拠として「ソーシャルツ リーズムは、最善の形では、次の
諸局面、すなわち人々の社会的統合の進展、環境の持続的
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保持、経済的発展の確保という3 者を結び付けて実現させ
る『真に1 つのヨー ロッパ社会（a truly social Europe）』という理
念・目標・目的を代表するものである」という点を挙げている（D, 
p.19）。
ここにはっきり示されているように、EU におけるソーシャルツー
リズムは、以上の本稿論述で折に触れて言及してきたように、
かつ詳しくは別拙稿（Ω）で論じているように、ツ リーズム弱者
のツ リーズム権を保証し実効あるものとすると同時に、とりわけ
ヨー ロッパにおけるツ リーズム振興を図ることを目指すという、い
わば二本柱に立脚するものであるが、それは、本来は、「真
に1 つのヨー ロッパ社会」の実現・強化を図ろうと意図するも
のである。この点についてディー クマン／マッキャー ベは、少な
くともEU におけるソーシャルツ リーズムは、本来は、文字通り“社
会的な”ツ リーズムであって、“福祉的な（welfare）”ツ リーズム
ではないと規定している（D,p.20）。
すなわち EUとしての社会的統合を進めるには、そもそもツー
リズム自体がそれに役立つことが望まれるのであり、本来はす
べてのツ リーズムが“社会的な”ツ リーズム、つまりソーシャルツー
リズムとして機能することが求められるのである。そこで、さし
あたりヨー ロッパ・EU ではどのような社会的統合が必要とされ
るものであるかについて、本稿筆者として次の 3 側面があるこ
とを指摘しておきたい。
第 1に、まず、社会的弱者である人たちのツ リーズムにつ
いて、通常一般人と同様な社会的扱いを実現し、この面にお
いて社会的統合を図り、「1 つのヨーロッパ社会」を作り上げ
ることである。
第 2に、それを起爆剤として、ツ リーズムをヨーロッパ全域
において振興・促進し、人々の交流を進め、人々の意識の土
台にある旧来の国別ないし地域別の差異的感情・区別意識
をなくし、ヨーロッパ人としての一体性の促進・強化、すなわ
ち統合の進展を図ることである。もともとEU は「ヨーロッパは
1 つ」を合言葉として生まれたものであるが、EU の人々が実
際にそのような意識を持つことは容易ではない。そのための方
策の 1 つが、とにかくEU の人々が EUを1 つの単位として旅
行しツ リーズムするようにすることである。
第 3に、ヨーロッパはごく最近まで資本主義的体制と社会
主義的体制とが並存したり、第二次世界大戦では敵国同士と
して対戦した国がいくつかあるという歴史的事情がある。故に、
これまでの歴史的事情を踏まえつつ、それを超克することが
必要である。これを実現するとともに、歴史的事由にも依存す
る経済水準や生活水準における差異の消滅を図り、この面で
も「1 つの社会」を実現することが不可欠な要請である。そ
のためにはそもそもツ リーズム一般の盛行が必要であり、望ま
しいことである。EUのカリプソ・プログラムでも有名度の低いツー
リズム地やシーズン的制約度の強いツ リーズム地の隆盛を図る
ことが有力な課題とされていることなどは、こうした事情による
ものと思われる。
以上は、一言でいえば、一般にツ リーズムとだけいわれるも
のについてもEU では“社会的要因”が重要性をもつのであり、
“ソーシャルツ リーズム”という言葉や事柄がツ リーズム政策の
“旗艦”的意義をもつゆえんを述べたものであるが、換言す
れば、ソーシャルツ リーズムには少なくとも広狭の 2 義があると
考えるのが相当ということを意味している。ただしこの点、すな
わち、ソーシャルツ リーズムについて広狭 2 義に分ける試みは、
実は、EU のソーシャルツ リーズム論においてすでにある。
それは前述のミナ トーらの試み（文献 M）で、そこでは、この
問題の枠組みについて体系的理論的展開が試みられている
が、その理論的枠組みに関連し、ツ リーズムのすべてを含む
ものが 1 つのモデルとして提起されている（詳しくはΩをみられたい）。
ただしそれは、本稿とは問題意識が異なるもので、結果的に、
本稿で論述した広い意味でのソーシャルツ リーズムのとらえ方
と合致するだけものではある。
さらに、以上で述べた広い意味でのソーシャルツ リーズムの
今日的意義に関連して次の点も述べ、結語としておきたい。
それは、旧来の国際化からグローバル化への移行が進み、
真のボーダ レース化が進行している今日では、ツ リーズムはす
べてが基本的には“ソーシャル”ツ リーズムとして理解されるべ
きことが、意味的には世界全般にも妥当する。すなわち、グ
ローバル化のもとでは、国を超えたツ リーズムが盛んになるが、
そうしたツ リーズムでは、とりわけツ リーズム参加者は、そのツー
リズムがなんらかの意味で社会的行為・社会的事象たるものと
して、本質的にはソーシャルツ リーズムたるものとして理解して
おく必要がある、ということである。
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